	歯車製造業


生産は平成22年以降、増加している。もっぱら自動車産業向けだけが生産を牽引してきた昨年までとは異なり、ようやく業界内の多くの企業が業況回復を実感できるようになったものの、製造業の海外移転が大きく影響し、多くの企業では先行きを楽観視してはいない。
業界の概要

歯車は、規則正しく配置された歯を噛み合わせながら、回転や動力を伝達する装置である。歯車を組み合わせることにより、回転の速度や方向を変えたり、動力を分割したりすることができる。

歯車は、平行な軸間で動力を伝える「円筒歯車」、交わる軸間に動力を伝える「かさ歯車」、交わらず、かつ平行でない軸間で動力を伝える「食い違い歯車」に分かれる。

歯車の大きさは、時計用の直径１ミリメートル以下の小さなものから、製鉄所などで用いられる10メートルに及ぶ大きなものまで幅広い。

主な製造工程は、鋼材などの材料の切断、ブランク加工（旋盤等加工により輪郭形状を作る）、歯切り（歯切り盤による切削加工）、熱処理（焼入れ）、研削（砥石を回転させ所定の形状・寸法に加工）などである。熱処理工程は、自社内に設備を持たずに外注する場合が多く、旋盤・研削加工などは内製するとともに、外注されることも多い。

大阪の地位と立地
平成25年に大阪府内で歯車（プラスチック製を含む）製造する事業所は37箇所あり、製造品出荷額等は約135億45百万円である（表１）。全国に占める割合は、それぞれ13.4％、13.8％である（経済産業省『工業統計表（品目編）』、従業者４人以上）。大阪府は、事業所数では全国第１位であるものの、製造品出荷額等は愛知県、兵庫県に次ぐ全国第３位となっている。
生産は回復基調
歯車の生産動向をみると、生産はリーマンショックにより落ち込んだ後、22年以降は概して増加基調にある（表２）。26年の生産動向を主要需要産業別にみると、自動車産業向けが1,818億73百万円、（対前年比104.0％）、産業機械向けが490億70百万（同比102.6％）、建設機械向けが212億20百万円（同比106.2％）、工作機械向けが105億95百万円（同比122.6％）と、農業機械向けが134億70百万円（同比93.0％）を除いて、どの需要産業に対しても前年比プラスとなっている(一般社団法人日本歯車工業会調べ)。しかしそれ以前の24、25年に関しては前年比プラスとなっていたのは自動車向けだけであり、業界内では自動車向けか否かで、売上及び収益において明暗が分かれていた。大阪府では、全国と比べて自動車産業向けの歯車を製造する企業が少なく、それゆえ、今年になってようやく業況の回復を実感できたとする声が多く聞かれた。
輸出は横ばい、輸入は増加傾向
財務省貿易月報によると、26年暦年の輸出実績は，歯車単体及び歯車装置の合計は1,697億59百万円(同比98.4%) であり、米国向けが542億86百万円と最大の輸出国(シェアは32.0％)となり、以下、中国，ドイツ、インドネシア、韓国と続いている。一方、輸入実績は563億88百万円(同比125.2％)であり、全体として中国からの輸入比率が増えている。
電気料金の値上げが頭痛の種
業界にとっての頭痛の種は電気料金の大幅値上げである。現状、製品の販売価格があまり下がっておらず、原材料の仕入価格がむしろ若干下がっているなかで、各企業とも早急な収益悪化はないとしながらも、電気料金の上昇が今後、収益確保の足を引っ張るのではないかと危惧する声も聞かれた。
設備投資は横ばい

売上及び収益に大きな伸びはないものの、黒字基調を維持しているため、金融機関からの貸付の申し出は多く、資金繰りに問題はないとの声が多数聞かれた。しかし新規設備投資は、先行きの不透明感から手控えるとする企業が多い。ただし産業機械向けメーカーのなかでも「売上はリーマンショック前の水準にほぼ戻った」として前向きな大型設備投資を行った企業もあり、一概に新規設備投資が低調とはいえない。
業界は人材育成を重視
歯車の製造現場では機械化が進んでいるものの、自動化されていない領域も多く、このため人手による作業も少なくない。機械の段取り替えなどを含めた自社の歯車製造を一通り円滑に行える技能レベルに達するためには５～10年程度の作業経験が必要であると言われる。特に汎用機を使って非量産品を製造するメーカーでの人材の育成には長期間を要する。各社の生産ノウハウの違いから、入社後即戦力となるような歯車製造の経験者をハローワークなど労働市場で確保することは難しい。こうした中で生産の高度化に対応していくためには、現有人員の能力向上が一層重要となり、そのため各企業では人材育成に取り組んでいる。また、当業界を志す技術者が年々減少していることもあり、業界団体としても人材育成には積極的である。日本歯車工業会では経営研修会、海外視察や産学連携強化によって、経営課題への対応を図ろうとする動きがみられるほか、23年度から歯車技術人材育成事業として「ギヤカレッジ」を開校したり、技術関連研修会の実施を開催するなど人材育成にも注力している。

一方、人員の確保に関しては、急激な雇用増を予定している企業は少なく、退職者の補充程度の中途採用に留まっている企業が大半である。ただし、継続的に毎年10名程度の新規採用を行っている企業もあり、各社各様である。
今後の見通し

「機械の高性能化を実現するには、より高機能な歯車が必要とされる」と言われ、今後も機械産業の発展において歯車メーカーの果たす役割はきわめて重要である。同業界は近年、自動車産業向けの好調さに連動して堅調に推移しているようにみえるが、自動車産業向け以外の分野では、製造業の海外移転が大きく影響し、多くの企業では先行きを楽観視してはいない。
こうした中で、多くのメーカーは、顧客ニーズへの対応力の強化を図りながら、受注した製品を要求どおりに確実に作り上げ、「自社に対する顧客の信用だけは落とさないようにしておく」よう努め、機械製造業界の景気回復を待ち望んでいる。
　　　　　　　　　　　　　　　(田中　宏昌）

表１　歯車の出荷金額と産出事業所数（平成25年）
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愛知

20,287 33

兵庫

14,501 13

大阪

13,545 37

神奈川

10,513 23

埼玉

6,760 24

広島

4,356 9

千葉

3,283 5

福岡

2,863 11

静岡

2,756 8

東京

2,441 24

全国計

101,148 268

資料：経済産業省『工業統計表
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表２　歯車の生産と前年（同期）比の推移
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126,497 10.2 115,292 10.3

24

　　

136,115 7.6 124,723 8.2

25
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11,740 3.3 10,370 1.4
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4

月

12,391 5.3 11,089 4.8

5
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10,832 -5.7 9,508 -5.7

6
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13,210 6.2 10,992 1.3

7
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8

月

9,423 -5.5 8,953 -1.9
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